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今後20年でコンピュータ化される可能性が高い職業

1 電話販売員（テレマーケター） 11 図書館司書の補助員

2 不動産登記の審査・調査 12 データ入力作業員

3 手縫いの仕立て屋 13 時計の組立・調整工

4 コンピュターを使ったデータの収集・
加工・分析

14 保険金請求・保険契約代行者

5 保険業者 15 証券会社の一般事務員

6 時計修理工 16 受注係

7 貨物取扱人 17 （住宅・教育・自動車ローンなどの）融
資担当者

8 税務申告代行者 18 自動車保険鑑定人

9 フィルム写真の現像技術者 19 スポーツの審判員

10 銀行の新規口座開設担当者 20 銀行の窓口係

新井紀子『AI VS. 教科書が読めない子どもたち』東洋経済新報社，2018
（原典）C.B. Frey and M. A. Osborne, “The Future of Employment : How Susceptible are jobs to Computerisation?”  2013.
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Library Technicians
Library Assistants, Clerical
Librarian 

C.B. Frey and M. A. Osborne, “The Future of Employment : How Susceptible are jobs to Computerisation?” September 17, 2013.
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0.99 (692/702)
0.95 (616/702)
0.65 (360/702)

‘0’ (not computerisable) or ‘1’ (computerisable)

AIに取って変わられる可能性が高いのは？



C.B. Frey and M. A. Osborne, “The Future of Employment : How Susceptible are jobs to Computerisation?” September 17, 2013.
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For workers to win the
race, however, they will have to 
acquire creative and social skills.

C.B. Frey and M. A. Osborne, “The Future of Employment : How Susceptible are jobs to Computerisation?” September 17, 2013.2018/09/21 6
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国立大学改革の動き
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• 国立大学には、それぞれの個性を生かしながら、教育研究を一層発展させていってもらわなけれ
ばなりません。

• より個性豊かな魅力のある大学になっていけるようにするために、国の組織から独立した「国立大
学法人」にすることとしたわけです。

• 法人化後の国立大学では、いろいろなことが自分で決められるようになりますが、引き続き、国民
の税金に支えられていくことは忘れてはいけません。

• 各大学が自己責任の重さをきちんと認識して、積極的に情報を発信し、国民の理解と信頼を得ら
れるような国立大学になっていくことが期待されています。

（文科省ホームページ）

中期目標期間
第1期：平成16～21年度
第2期：平成22～27年度
第3期：平成28～33年度

文部科学大臣：「中期目標」を制定（各法人で原案）
→大学：「中期計画」「年度計画」を作成・実行
→文科省：評価
→運営費交付金額に反映
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平成16年（2004）4月 国立大学法人化
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第1期中期目標期間
（平成16～21年度）

第2期中期目標期間
（平成22～27年度）

第3期中期目標期間
（平成28～33年度）

大学改革実行プラン
（H24.6）
・社会の変革のエンジンとして
の大学の役割
・大学の機能の再構築
・大学ガバナンスの充実・強化

・大学ビジョンの策定・ミッショ
ンの再定義

国立大学改革プラン
（H25.11）
・自主的・自律的な改善・発展
を促す仕組みの構築
・強み・特色の重点化
・グローバル化
・イノベーション創出
・人材養成機能の強化

国立大学法人スタート
・自律的・自主的な環境の下で
の国立大学活性化

・優れた教育や特色ある研究
に向けてより積極的な取組を
推進

・より個性豊かな魅力ある国立
大学を実現

機能強化の推進
・地域貢献、専門分野、卓越等
3つの重点支援枠

基盤的経費の確保・資産
の有効活用
・個人寄付の税額控除
・土地等の貸付

国立大学経営力戦略
・指定国立大学法人制度
・卓越大学院
・卓越研究員
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http://www.janu.jp/univ/gaiyou/20180130-pkisoshiryo-japanese_15.pdf
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国立大学法人機能強化促進費

• 第3期中期目標期間における運営費交付金改革

• 3つの重点支援の枠組みをもとに各大学の取り
組みを評価

重点支援①

地域のニーズに応える人材育成・研究を推進

重点支援②

分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進

重点支援③

世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進
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今後の高等教育の将来像の提示に向けた
中間まとめ

中央教育審議会大学分科会将来構想部会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/1406578.htm
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18歳人口の減少を踏まえた大学の規模や地
域配置

地方自治体、産業界を巻き込んで、将来像の
議論や連携、交流の企画を行う恒常的な体
制（「地域連携プラットフォーム（仮称）」）を構
築

一法人複数大学制度の導入、私立大学にお
ける学部単位での事業譲渡の円滑化、国公
私の枠を越えた連携を可能とする「大学等連
携推進法人（仮称）制度」の創設
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大学はどういう形で存続していくのか？



統合イノベーション戦略

内閣府
http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html
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知の源泉
世界に先駆け、包括的官民データ連携基盤を整備（AIを活用、欧米等と連携）
オープンサイエンス（研究ﾃﾞｰﾀの管理・利活用）
証拠に基づく政策立案（EBPM・関連データの収集・蓄積・利活用）

知の創造
大学改革等によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴｺｼｽﾃﾑの創出
 経営環境の改善 （大学連携・再編の推進、大学ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの策定、民間資金獲

得等に応じて運営費交付金の配分のﾒﾘﾊﾘ付け等によるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの仕組みの導
入等）

 人材流動性の向上・若手の活躍機会創出 （新規採用教員は年俸制を原則導入す
るなど、国立大学の教員について年俸制を拡大、ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ制度の積極的な
活用等）

 研究生産性の向上 （競争的研究費の一体的な見直し（科研費等の若手への重点
化、挑戦的な研究の促進等）等）

 ボーダレスな挑戦（国際化、大型産学連携） （外国企業との連携に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
の策定等）

戦略的な研究開発の推進
 非連続的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生み出す研究開発を継続的・安定的に推進
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Society 5.0：超スマート社会

データ駆動型社会

オープンサイエンス

イノベーションエコシステム



大学図書館の現状
（学術情報基盤実態調査から）
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3,760 3,713 3,730 3,778 3,674 3,661 3,688 3,685 3,677 3,704 3,661 

791 799 816 871 826 793 781 785 764 760 737 

8,488 8,123 7,875 7,650 7,503 7,361 6,776 6,644 6,474 6,250 6,065 
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国立 公立 私立

図書館職員数
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1,858 1,808 1,751 1,723 1,701 1,672 1,674 1,667 1,635 1,617 1,589 

1,902 1,905 1,979 2,055 1,973 1,989 2,014 2,018 2,042 2,087 2,072 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

専任 臨時

図書館職員数（国立大学）
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大学設置基準
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第三十六条大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専

用の施設を備えた校舎を有するものとする。ただし、特別の事情があり、
かつ、教育研究に支障がないと認められるときは、この限りでない。
一学長室、会議室、事務室
二研究室、教室（講義室、演習室、実験・実習室等とする。）
三図書館、医務室、学生自習室、学生控室
２研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。
３教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。
４校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の
学習のための施設を備えるものとする。
５大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育

館以外のスポーツ施設及び講堂並びに寄宿舎、課外活動施設その他の
厚生補導に関する施設を備えるものとする。
６夜間において授業を行う学部（以下「夜間学部」という。）を置く大学又は

昼夜開講制を実施する大学にあっては、研究室、教室、図書館その他の
施設の利用について、教育研究に支障のないようにするものとする。



(図書等の資料及び図書館)
第三十八条 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、
視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料を、図書館を中心に
系統的に備えるものとする。

２ 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報
の処理及び提供のシステムを整備して学術情報の提供に努めると
ともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館等との協力
に努めるものとする。

３ 図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的
職員その他の専任の職員を置くものとする。

４ 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の
閲覧室、レフアレンス・ルーム、整理室、書庫等を備えるものとする。

５ 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために
十分な数の座席を備えるものとする。
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大学図書館に関わる答申など
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 「学術情報流通体制の改善について(報告)」学術審議会学術情報分科会．1973.
http://user.keio.ac.jp/~ueda/sip/sip50.html

 「今後における学術情報システムの在り方について(答申)」学術審議会．1980.
http://user.keio.ac.jp/~ueda/sip/sip5.html

 「学術情報流通の拡大方策について(報告)」学術審議会学術情報資料分科会学術 情報部会．
1990

 「大学図書館機能の強化・高度化の推進について(報告)」学術審議会学術情報資料 分科会学
術情報部会．1993.
https://www.janul.jp/j/documents/mext/houkoku.html

 「大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について」学術審議会建議．1996.
https://www.janul.jp/j/documents/mext/kengi.html

 「学術情報の流通基盤の充実について(審議のまとめ)」科学技術・学術審議会研 究計画・評価
分科会 情報科学技術委員会 デジタル研究情報基盤ワーキンググループ．2002.
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/toushin/020401.htm

 「我が国の高等教育の将来像」中央教育審議会答申．2005．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm

 「学術情報基盤の今後の在り方について（報告）」科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境
基盤部会・学術情報基盤作業部会．2006.
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/1213896.htm



2018/09/21 36

 「学士課程教育の構築に向けて（答申）」中央教育審議会. 2008．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1217067.htm
 「大学図書館の整備及び学術情報流通の在り方について（審議のまとめ）」

科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作
業部会．2009.

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/1282987.htm
 「大学図書館の整備について（審議のまとめ）―変革する大学にあって求め

られる大学図書館像―」文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会研究
環境基盤部会学術情報基盤作業部会. 2010.

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/1301602.htm
 「予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大

学へ」（審議まとめ）中央教育審議会大学分科会大学教育部会，2012.
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/1319183.htm
 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて：生涯学び続け，主

体的に考える力を育成する大学へ（答申）」中央教育審議会. 2012.
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1325047.htm
 「学修環境充実のための学術情報基盤の整備について（審議まとめ）」文部

科学省科学技術・学術審議会学術分科会学術情報委員会．2013．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/031/houkoku/1338888.
htm



 「大学等におけるジャーナル環境の整備と我が国のジャーナルの発信力強化の在り方について
～ジャーナル問題に関する検討会報告書～」文部科学省．2014．

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/053/sonota/1361117.htm
 「教育課程企画特別部会における論点整理について（報告）」文部科学省中央教育審議会初等中

等教育分科会 教育課程部会教育課程企画特別部会.2015.
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351120.htm
 「我が国におけるオープンサイエンス推進のあり方について～サイエンスの新たな飛躍の時代の

幕開け～」内閣府．2015．
http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/
 「学術情報のオープン化の推進について（審議まとめ）」科学技術・学術審議会 学術分科会 学

術情報委員会．2016．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/036/houkoku/1368803.htm
 「今後の高等教育の将来像の提示に向けた中間まとめ」中央教育審議会大学分科会将来構想

部会．2018．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/1406578.htm
 「統合イノベーション戦略」内閣府．2018．
http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html
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大学図書館に期待されているものとして適切なものは？

１．ラーニング・コモンズ整備
２．レファレンスサービス
３．情報リテラシー教育
４．カリキュラム開発・実施
５．図書館職員の教員兼務
６．e-Learning
７．e-Scienceシステムの構築・運用
８．機関リポジトリ
９．学術図書のコレクション構築
１０．外国出版社との調整、交渉
１１．ディスカバリーサービスの提供
１２．MLA連携や公共図書館との連携
１３．海外の大学図書館との連携



教育へのコミット
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問題 次の報告から確実に正しいと言えることには〇を、そう
でないものには×を、左側の空欄に記入してください。

（大学生数学基本調査）

公園に子どもたちが集まっています。男の子も女の子もいます。
よく観察すると、帽子をかぶっていない子どもは、みんな女の
子です。そして、スニーカーを履いている男の子は一人もいま
せん。
（１）男の子はみんな帽子をかぶっている。
（２）帽子をかぶっている女の子はいない。

（３）帽子をかぶっていて、しかもスニーカーを履いている子ど
もは、一人もいない。

正答率64.5％
国立Sクラス 85％、私大Sクラス 66.8％
私大B,Cクラス 50％以下

新井紀子『AI VS. 教科書が読めない子どもたち』東洋経済新報社，2018, p.182-183
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（３）大学図書館に求められる機能・役割

①学習支援及び教育活動への直接の関与

ア．学習支援
○学生が自ら学ぶ学習の重要性が再認識され、ラーニング・コモンズ、大学図書
館職員等によるレファレンスサービス、学習支援が重要。

イ．教育活動への直接の関与
○情報を探索し、分析・評価し、発信するスキルを一層高める情報リテラシー教育

は、大学図書館が主体となって取り組むことが求められており、カリキュラム開発
や実施を教員と協同して行うだけでなく、図書館職員が教員を兼任するなどして、
直接授業を担当することも視野に入れるべき。また、e-Learningへの貢献が期待さ
れる。

「大学図書館の整備について(審議のまとめ)－変革する大学にあって求められる大学図書館像－」【概要】
（平成２２年１２月科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会学術情報基盤作業部会）



学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・
ポリシー）

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリ
シー）
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３つのポリシー

「学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」
「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」
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ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）

新潟大学の人材育成目標

本学の理念「自律と創生」に基づき，地域や世界の着実な発展に貢献することを
目的とし，高い見識と良識をもって社会や時代の諸問題に的確に対応し，課題解
決のために広範に活躍できる人材を育成します。
そのため，各教育課程の中で以下の能力を養成します。
・課題を発見し，それを解決する能力
・課題解決に必要な知識・技能を主体的に学修する能力
・課題に協働的に取り組むためのコミュニケーション能力

これらの共通的な能力とともに，各学部，プログラム等の特徴に基づいた能力を
養成します。
プログラム修了認定（学位授与）の基準
上記の能力を有し，各学部，プログラム等で定める修了要件を満たした者に，学
士の学位を授与します。
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カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

教育課程の共通的な特徴

新潟大学で定めるディプロマ・ポリシーに示す能力を備え，国内外で広く活躍で
きる人材を育成するために，到達目標達成型プログラム（主専攻プログラム）※１
と到達目標創生型プログラム（創生学修課程）※２を整備し，人材育成目標に基
づく体系的な教育課程を編成しています。

教育課程編成の基本方針

各学部，プログラム等でそれぞれの特徴にあわせて基本方針を定めています。

参考：
※１ 創生学部以外のすべての学士課程教育プログラム（平成29年度入学生向けで38プログラム）は，

主専攻プログラムとして整備されており，そこでは，「知識・理解」，「当該分野固有の能力」，「汎用的能
力」，「態度・姿勢」に関する到達目標を定め，構造化したカリキュラムを提供しています．各授業科目が
到達目標のどの能力獲得に必要かを具体的に示すカリキュラムマップも作成されており，学生は各授業
科目を履修する目的が何かを具体的に意識して学修することが出来るようになっています。

※２ 創生学部の創生学修課程では学生が自らの到達目標を定めて，学修をデザインする教育課程を
提供しています。
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アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）

新潟大学の理念
新潟大学は，高志（こし）の大地に育まれた敬虔質実の伝統と世界に開かれた海港都市の進取の精神に基
づいて，自律と創生を全学の理念とし，教育と研究及び社会貢献を通じて，世界の平和と発展に寄与するこ
とを全学の目的としています。

教育の基本的目標
この理念の実現と目的の達成のために，教育の基本的目標を，新潟大学の総合力を活かした学位プログラ
ムを通じて，豊かな教養と高い専門知識を修得し，高い見識と良識をもって社会や時代の課題に的確に対応
して，広範に活躍する人材を育成することに置いています。

求める学生像
教育の基本的目標を実現するために，次に掲げるような資質豊かな学生を広く求めます。
・修学に適う，確固たる学力を身につけ，新しい課題に意欲的に取り組もうとする人
・人間性を大事にし，広い視野からものごとを考えようとする人
・地域社会や世界の様々な場面で役に立ちたいと思っている人
上記の求める学生像に加え，学士課程においては，高等学校教育の全般にわたる基礎学力を有し，当該学
部の教育目標・教育内容を理解し，基礎的能力と勉学への強い意欲を有する人を求め選抜します。

入学者選抜の基本方針
各学部，プログラム等で定める基本方針に従った選抜を行います。
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アクティブ・ラーニングスペースは

512／783
65.4％の図書館で設置済

（学術情報基盤実態調査から）
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学習指導要領の改訂

2020年（H32）4月 小学校

2021年（H33)4月 中学校

2022年（H34)4月 高等学校入学生から

大学入試改革

2020年度 「大学入学希望者学力評価テスト
（仮称）」

2024年度 新学習指導要領に基づく出題
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「高等教育のための情報リテラシー基準 2015年版」
https://www.janul.jp/sites/default/files/2018-02/sftl201503b.pdf
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「学び」についての理解

学習科学

スキャフォールディング（梯子掛け）

情報リテラシー教育の実践

企画立案

インストラクショナル・デザイン

ファシリテーション

場づくり

見える化

「学び」の支援
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図書館＆図書館員はどのように
教育にコミットしていけるのか？



研究者のパートナー
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https://www.ed.ac.uk/information-services/research-support/research-data-service
https://www.ed.ac.uk/information-services/research-support/research-data-service


2018/09/21 59

https://datashare.is.ed.ac.uk/
https://datashare.is.ed.ac.uk/


章構成と内容
章 内容

第1章：序論 研究データ管理に関する基礎的な知識を学ぶ
• 研究データ管理とは何か
• 研究データ管理の重要性が増している背景
• 研究データ管理サービスとは何か

第2章：サービス設計 自機関の実情に適したサービスを設計するために必要なことを学ぶ
• 組織づくりや機関としての戦略やポリシーの立案
• Data Asset Framework（データ資産フレームワーク）の活用法

第3章：研究前の支援 研究者が研究を開始する前の段階で、求められる支援について学ぶ
• 研究者が遵守すべきポリシーとは何か
• 研究資金配分機関等が求めるDMP（データ管理計画）の作成支援

第4章：研究中の支援 研究者が研究を実施している最中に求められる支援について学ぶ
• 研究データの種類とセキュリティポリシーの関係
• データの保存と機関の役割
• 利用可能なデータの発見方法
• データの分析や可視化の支援方法
• 論文発表の際に必要とされるデータの取扱い
• データ管理計画の見直し

第5章：研究後の支援 研究終了後に、得られたデータを公開することについて学ぶ
• データの公開前に確認すべきこと
• データの公開場所としてのデータリポジトリの選定
• 公開するデータに付与すべきメタデータ、識別子、ライセンスなど

第6章：日常的な支援 日常的な研究データ管理サービスについて学ぶ
• 研修の実施方法
• ポータルサイトの構築と提供すべき情報
• 窓口業務の実施体制
• 広報のための資料作成やアドボカシー活動の展開方法

https://jpcoar.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_det
ail&item_id=128&item_no=1&page_id=46&block_id=79

「研究データ管理サービスの設計と実践」教材
（NII、JPCOAR）
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オープンアクセスリポジトリ推進協会
（JPCOAR）

設立： 2016年7月27日
目的： リポジトリを通じた知の発信システムの
構築を推進し、リポジトリコミュニティの強化と、
我が国のオープンアクセス並びにオープンサイ
エンスに資する
運営： 自主的な参加による会費制の組織

会員機関数： 575（内JAIRO Cloud利用495）
2018．8現在
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JUSTICE（大学図書館コンソーシアム連合）
Japan Alliance of University Library Consortia for E-Resources

設立：2011年4月
目的：電子ジャーナル等の電子リソースに係る契約、管理、提
供、保存、人材育成等を通じて、わが国の学術情報基盤の整
備に貢献する。

運営：大学図書館の自主的な参加による会費制の組織

会員：国公私立大学、大学共同利用機関など534館（2017年7
月6日時点）

活動：

• 出版社交渉を通じた電子リソースの購入・利用条件の確定

• 電子ジャーナルのバックファイル、電子コレクション等の拡充
など
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図書館＆図書館員は
研究者の良きパートナーとなれるのか？



20年後の図書館
＆

図書館員
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これがなくなったら「図書館」ではなくなる
という機能はなに？
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パラダイムシフトはあるのか？いつ？

図書の紙から電子への転換
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大学内で『場所としての図書館が必要である』と言っているのは？

図書館員くらいなものである。
（D.Schulenburger)

『情報化に対応しない図書館』や『学習に役立つ図書館』を明示的
に指向しない大学図書館は大学にとって単なる巨大書庫という不
良債権になりかねない。（河西）

平成30年度大学図書館職員長期研修
「大学図書館職員の新たな役割」竹内比呂也



大学図書館の基本理念

大学図書館は，今日の社会における知識基盤として，記録媒体
の如何を問わず，知識，情報，データへの障壁なきアクセスを可
能にし，それらを活用し，新たな知識，情報，データの生産を促
す環境を提供することによって，大学における教育研究の進展
とともに社会における知の共有や創出の実現に貢献する。

70

国立大学図書館機能の強化と革新に向けて
～国立大学図書館協会ビジョン2 0 2 0 ～
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重点領域１．知の共有：〈蔵書〉を超えた知識や情報の共有
目標１）教育研究成果の発信、オープン化と保存
目標２）出版された資料の整備と利用
目標３）知識や情報の発見可能性の向上

重点領域２．知の創出：新たな知を紡ぐ〈場〉の提供
目標１）知を創出する場の拡大・整備・提供
目標２）社会に開かれた知の創出・共有空間の提供

重点領域３．新しい人材：知の共有・創出のための〈人材〉の
構築

目標１）新たな人材の参画
目標２）大学図書館職員の資質向上

※会員館は（・・・）それぞれの大学のミッションや中期目標等に添うように
戦略的目標を選択してその達成をはかる



大学改革の中での大学図書館への期待
（平成29年度大学図書館職員長期研修 東北大学植木館長講義より）

1. 教育・学習
– 学生の学修形態の変化と発展：Active Learningの場として

– 図書館職員による教育活動への主体的関与、教員との連携強化の
必要性

– 「社会人（再）教育」の場としての期待
2. 研究

– 電子ジャーナル、機関リポジトリ、オープンアクセスへの対応
– URAとの連携

3. 社会貢献・社会連携

– 大学（学生・教員）と社会・地域とをつなぐ「窓口」としての「大学図書
館」の役割

4. 大学運営とマネジメント

– 大学の構成員ー執行部・教員・学生ーと学外の社会を繋ぐ最も重要
な「ハブ」としての役割を担うことを目指して
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「学校図書館専門職は情報リテラシー教育に携わる。アメリ
カの授業は知識の源は教室外にあることが前提で、それを
使いながら質問応答することを繰り返して学習者個々の知識
の定着と展開をはかる。だから、知識はそれぞれの批判的
思考の結果、一時的に得られた仮説にすぎず、決して固定さ
れたものではない。そして、自らの知識が外部の知識装置に
あるコンテンツとうまく結びつけられたときに、学習は最高の
展開を示す。学校司書はその過程に寄り添い、アドバイスを
行う。学習者が情報リテラシー能力を身につける手伝いをす
るのだ。」

根本彰『情報リテラシーのための図書館 日本の教育制度と図書館の改革』みすず書房，2017，p.190
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図書館は
知識を取り出す装置
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つなぐ
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2040年 大学図書館は？

22年後の現実です。
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